
第１　個々の司法修習終了者の経済的な状況等を勘案した措置の在り方

 ○　司法修習の意義と経済的支援の必要性

　　　　司法修習は，新しい法曹養成プロセスにおいて必須の過程。司法修習生
     が修習に専念できるようにするため，修習期間中の生活の基盤を確保する
     必要があり，司法修習生に経済的支援を行う必要がある。

　○　措置の具体的内容

　　１　日本学生支援機構の奨学金制度における経済困難を理由とする返還猶
　　　予事由を参考に
　　　　◆　給与所得者については年間収入金額３００万円以下
　　　　◆　給与所得者以外については年間所得金額２００万円以下
　　　を基準として最長５年の返還猶予期間を設ける。

　　２　法科大学院中の修学資金であることが明確なもの（法科大学院の奨学金
　　　等）については，その年間返還額を年間収入・所得額から控除する。

第２　法曹の養成に関する制度の在り方
　
　○　司法制度改革では，今後の社会の法曹に対する需要が量的に増大するととも
　　に，質的にも一層多様化・高度化すると予想。社会の様々な方面に法曹が進出
　　し，多様なニーズに即した良質な法的サービスを提供する必要から，法曹人口
　　拡大の目標を掲げ，新しい法曹養成制度を創設。
　
　○　現状では，想定したほどには，法曹有資格者の社会進出は進んでおらず，法
　　曹の養成に関する制度の在り方についても，様々な問題点が指摘されている。
　
　○　これらを踏まえて，フォーラムにおいては，法曹の活動領域の在り方，法曹養
　　成制度の在り方，法曹人口の在り方等について意見交換。第一次取りまとめ以
　　降も，引き続き検討。

（参考）経済状況調査の結果（概要）

○　弁護士６年目（貸与制の下で修習資金の返還が開始される時期）平成２２年分所得
　　　　平均値１０７３万円，中央値９５７万円
○　弁護士６年目～１５年目（貸与制の下で返還を行う期間）の平成２２年分所得分布
　　　　６００万円以上　７９％　２００万円以上４００万円未満　６．７％　２００万円未満　５．５％
○　法科大学院・大学在学中の奨学金利用率　４８．３％
○　利用者の合計平均額（法科大学院の奨学金等の返還開始時点）
　　　　３４７万円（毎月合計返還額２万１０００円）

 ○　経済的支援の基本的な在り方

　　　　貸与制を基本とした上で，個々の司法修習終了者の経済的な状況等を勘
　　案した措置（十分な資力を有しない者に対する負担軽減措置）を講ずる。

法曹の養成に関するフォーラム第一次取りまとめ（概要）

平成２３年８月３１日



法曹の養成に関するフォーラム 検討経過

【会議の経過】

開 催 日 議 事

第１回 １ 法務大臣あいさつ

平成２３年５月２５日 ２ 委員の紹介

３ 会議の進め方等について

４ 新しい法曹養成制度について

５ 意見交換

第２回 １ 会議の公開について

平成２３年６月１５日 ２ 関係者の取組について

(1) 法曹養成制度に関する検討ワーキングチーム

について

(2) 法科大学院教育について

(3) 法曹有資格者の活動領域の拡大について

３ 意見交換

第３回 １ 貸与制について

平成２３年７月１３日 ２ 日本弁護士連合会の取組について

３ 「司法修習終了者等の経済的な状況に関する調査」

集計結果報告

４ 意見交換

第４回 １ 論点整理（第一次取りまとめの骨子）（たたき

平成２３年８月４日 台）について

２ 司法修習について

３ 第一次取りまとめに向けた意見交換

第５回 １ 第一次取りまとめ（案）について

平成２３年８月３１日 ２ 第一次取りまとめに向けた意見交換

【司法修習終了者等の経済的な状況に関する調査】

平成２３年５月中旬～同年６月中旬にかけて実施。
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